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協議１  

令和８年度事業（介護保険事業、高齢者福祉事業）計画について 
 

≪基本方針≫ 

大船渡市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画に基づき、高齢者が可能な限り住み

慣れた地域で、安心して暮らすことができるよう、「地域包括ケアシステム」の深化・推進に

努め、高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、医療・介護連携の推進、地域共生社会

の実現などを図るために各種事業を実施する。 

 

１．介護保険事業（地域支援事業） 

 

※令和７年度実施事業として報告した 

 ・一般介護予防事業のうち高齢者サロンの運営支援 

 ・総合支援事業 

 ・生活支援体制整備事業 

 については、令和８年度から市保健福祉部が一体となって実施する重層的支援事業で

実施するため、一般会計に組替えております。 

 

 

 

 

事業名 
事業内容 

新たな取組等 

介護予防・生活支援サービス事業 要支援認定者や事業対象者に対し、訪問や通所による家

事支援・介護予防サービスを提供する。 

【予算額】107,230千円 

一般介護予防事業 65歳以上の高齢者の生活機能の維持・向上のため、各種

介護予防教室の事業を実施する。 

【予算額】2,437千円 

認知症総合支援事業 認知症の人やその家族に対する効果的な支援体制を構築

するとともに、認知症ケアの向上に資する事業を実施す

る。 

【予算額】4,690千円 

家族介護用品支給事業 在宅の要介護者の介護を行う市民税非課税世帯の家族

に対し、介護用品を支給する。 

【予算額】2,160千円 

家族介護慰労手当支給事業 在宅で介護を行っている市民税非課税世帯の家族に対

し、家族介護慰労手当を支給する。 

【予算額】400千円 

ひとり暮らし高齢者等地域生活サ

ポート事業 

市民税非課税世帯のひとり暮らし高齢者に対し、緊急時

に迅速かつ適切な対応を行うため、緊急通報装置を貸与す

る。（固定型と携帯型） 

【予算額】8,000千円 
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２．高齢者福祉事業 

 

事業名 
事業内容 

新たな取組等 

大船渡市シルバー人材センター補

助金交付事業 

高齢者の福祉の増進と活力ある地域社会づくりに寄与

するため、シルバー人材センターに運営費を助成し、高齢

者の就業機会の拡大を図る。 

【予算額】8,500千円 

老人クラブ育成補助金交付事業 老人クラブ連合会及び市内単位老人クラブに対して補助

金を交付し、地域での社会参加活動やクラブ相互の交流促

進を図る。 

【予算額】2,400千円 

敬老祝金支給事業 100歳到達者に対し、長寿を祝い、祝金を支給する。 

敬老会開催補助金交付事業 敬老会を開催する地区公民館又は高齢者介護施設に対

し、75歳以上の高齢者１人あたり 1,200円を助成する。 

【予算額】9,526千円 

高齢者及び障害者にやさしい住ま

いづくり推進事業 

日常生活に支障のある要介護認定を受けた高齢者の住宅

の改善に要する経費に対して、補助金を交付し、在宅福祉

の向上を図る。 

【予算額】2,000千円 

老人保護措置事業 在宅で生活することが困難な高齢者を養護老人ホームに

入所措置する。 

【予算額】80,040千円 

高齢者の保健事業と介護予防の一

体的実施事業 

75 歳を境に医療保険者が変わることから、複数の疾患が

ある高齢者の特性に応じたきめ細やかな事業を実施する。 

【予算額】1,873千円 

地域支え合い体制づくり事業 避難行動要支援者名簿の精査を進める。 

【予算額】300千円 

介護従事者確保事業 市民を対象とした介護講座を実施し、介護の仕事への理解

を深めるとともに、知識と技術の習得に繋げる。 

【予算額】824千円 

成年後見支援センター運営事業 成年後見制度利用に係る一次相談窓口「まるさぽ」の業

務を大船渡市社会福祉協議会に委託し、制度の充実を図る。 

【予算額】2,952千円 

気仙地区成年後見センター運営事

業 

 ２市１町で気仙地区成年後見センターを合同設置し、中核

機関として委託により運営する。 

【予算額】4,973千円 

軽度難聴者支援事業 聴覚障害による身体障害者手帳の交付を受けることがで

きない 65歳以上を対象に、世帯の課税状況により、補聴器

の購入費用の一部を支給する。 

・令和６年度まで、地域福祉課で実施。 

・令和７年度から、65歳以上について、長寿社会課が対応。 

【予算額】1,200千円 



【歳　入】

１．（款）保険料

　１．（項）介護保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）　 　　　　　(単位：円）

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　　　明

１．第1号被保険者保険料 49,686,000 46,480,000 3,206,000  地域支援事業分

計 49,686,000 46,480,000 3,206,000

３．（款）国庫支出金

　２．（項）国庫補助金                                

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　　　明

２．地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業） 29,686,000 28,207,000 1,479,000  現年度分

３．地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外） 37,456,000 34,364,000 3,092,000  現年度分

計 67,142,000 62,571,000 4,571,000

４．（款）支払基金交付金

　１．（項）支払基金交付金

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　　　明

２．地域支援事業支援交付金 32,060,000 30,463,000 1,597,000  現年度分

計 32,060,000 30,463,000 1,597,000

５．（款）県支出金

　３． (項)県補助金

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説 　　明

１．地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業） 14,844,000 14,104,000 740,000  現年度分

２．地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外） 18,728,000 17,181,000 1,547,000  現年度分

計 33,572,000 31,285,000 2,287,000

７．（款）繰入金

　1． （項）一般会計繰入金

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　   明

２．地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業） 14,844,000 14,104,000 740,000  現年度分

３．地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業以外） 18,728,000 17,181,000 1,547,000  現年度分

計 33,572,000 31,285,000 2,287,000

歳入総合計 216,032,000 202,084,000 13,948,000

令 和 ８ 年 度 介 護 保 険 特 別 会 計 歳 入 歳 出 予 算 （ 地 域 支 援 事 業 分 ）
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【歳　出】

４．（款）地域支援事業費

（単位：円）

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　　　　　　明

１．介護予防・生活支援サービス事業費 107,230,000 98,830,000 8,400,000 訪問型・通所型サービス費負担金 等

２．介護予防ケアマネジメント事業費 8,615,000 8,189,000 426,000 人件費、委託料（介護予防ケアマネジメント）等

計 115,845,000 107,019,000 8,826,000

　２．（項）一般介護予防事業費

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　　　　　　明

１．一般介護予防事業費 2,437,000 5,448,000 △ 3,011,000 報償費、委託料（体力づくり講座）等

計 2,437,000 5,448,000 △ 3,011,000

　３．（項）包括的支援事業、任意事業費

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　　　　　　明

１. 地域包括支援センター運営事業費 80,988,000 62,485,000 18,503,000 人件費、委託料(システム機器保守）、賃借料(システム機器等）等

２．総合相談事業費 0 2,977,000 △ 2,977,000 重層的支援体制整備事業として実施するため一般会計に組替え

３．権利擁護事業費 0 30,000 △ 30,000 重層的支援体制整備事業として実施するため一般会計に組替え

４．包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費 0 33,000 △ 33,000 重層的支援体制整備事業として実施するため一般会計に組替え

５．任意事業費 11,491,000 12,135,000 △ 644,000
報償費、委託料（ひとり暮らし高齢者等地域生活サポート事業）、扶助費（家
族介護用品支給事業）等

６．在宅医療・介護連携推進事業費 68,000 74,000 △ 6,000 報償費 等

７．生活支援体制整備事業費 0 6,972,000 △ 6,972,000 報酬、研修旅費、委託料（地域助け合い協議会運営事業）等

８．認知症総合支援事業費 4,690,000 4,492,000 198,000 人件費、研修旅費、委託料（講座・体験学習事業） 等

９．地域ケア会議推進事業費 53,000 59,000 △ 6,000 報償費、研修旅費、消耗品費 等

計 97,290,000 89,257,000 8,033,000

　４．（項）その他諸費

目 本年度予算額 前年度予算額 比　較 説　　　　　　明

１．審査支払手数料 460,000 360,000 100,000 審査支払手数料

計 460,000 360,000 100,000

歳出総合計 216,032,000 202,084,000 13,948,000

　１．（項）介護予防・生活支援サービス事業費
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